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貸 借 対 照 表 

（2019年 3月 31日） 

       （単位：円）  

資産の部         

Ⅰ 固定資産         

１ 有形固定資産         

  土地   6,025,082,000      

      建物 4,164,730,026        

       減価償却累計額 △1,888,748,764  2,275,981,262      

      構築物 124,296,135        

       減価償却累計額 △ 66,571,492  57,724,643      

      機械装置  

       減価償却累計額 

17,004,326 

△ 4,084,370 
 

 

12,919,956 
     

      工具器具備品 405,029,538        

       減価償却累計額 △339,998,748  65,030,790      

      図書   1,508,632,731      

      美術品・収蔵品   6,502,005      

      建設仮勘定   2,332,800      

      有形固定資産合計   9,954,206,187      

         

２ 無形固定資産         

      電話加入権   64,000      

      無形固定資産合計   64,000      

         

  ３ 投資その他の資産         

      差入敷金・保証金   2,490,000      

      投資その他の資産合計   2,490,000      

       固定資産合計     9,956,760,187    

         

Ⅱ 流動資産         

     現金及び預金   1,120,892,520      

     未収学生納付金収入 1,864,000        

      徴収不能引当金 △1,864,000  －      

     その他未収入金   4,337,821      

     未収収益   665,063      

     立替金   1,142,622      

        流動資産合計     1,127,038,026    

        資産合計       11,083,798,213  
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負債の部         

Ⅰ 固定負債         

     資産見返負債         

      資産見返運営費交付金等 881,661,450        

      資産見返補助金等 2,833,540        

      資産見返寄附金 77,805,916        

      資産見返物品受贈額 1,231,175,281        

      建設仮勘定見返運営費交付金 2,332,800  2,195,808,987      

     長期寄附金債務   61,199,303      

     長期リース債務   4,525,345      

       固定負債合計     2,261,533,635    

         

 Ⅱ 流動負債         

     寄附金債務   147,339,316      

     前受受託研究費等   1,533,700      

     未払金   228,309,806      

     リース債務   16,577,039      

     未払費用   5,269,153      

     前受金   2,263,200      

     預り金   12,873,912      

     預り科学研究費補助金等   11,807,475      

     賞与引当金   10,214,237      

       流動負債合計     436,187,838    

       負債合計       2,697,721,473  

         

         

純資産の部         

 Ⅰ 資本金         

     地方公共団体出資金   8,813,900,000      

       資本金計     8,813,900,000    

 Ⅱ 資本剰余金         

     資本剰余金   306,637,005      

     損益外減価償却累計額   △1,377,372,633      

       資本剰余金合計     △1,070,735,628    

 Ⅲ 利益剰余金         

     前中期目標期間繰越積立金   237,369,266      

     教育研究の質の向上及び組織 

運営の改善目的積立金 
  331,137,878      

     当期未処分利益   74,405,224      

     （うち当期総利益    74,405,224 ）    

       利益剰余金合計     642,912,368    

     純資産合計       8,386,076,740  

       負債純資産合計       11,083,798,213  
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損 益 計 算 書 

（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日） 

       （単位：円） 

経常費用        

業務費        

教育経費   256,240,711     

研究経費   61,276,415     

教育研究支援経費   67,228,601     

受託研究費等   84,500     

受託事業費   66,604     

役員人件費   64,890,616     

教員人件費        

常勤教員 1,096,111,160       

非常勤教員 167,239,900  1,263,351,060     

職員人件費        

常勤職員 315,251,383       

非常勤職員 125,841,927  441,093,310  2,154,231,817   

一般管理費     183,523,701   

財務費用        

 支払利息     798,639   

経常費用合計       2,338,554,157 

        

経常収益        

運営費交付金収益     1,101,502,880   

授業料収益     904,484,021   

入学金収益     185,270,100   

検定料収益     38,350,000   

受託研究等収益     84,500   

受託事業等収益        

国又は地方公共団体からの受託事業等収益   145,282     

国又は地方公共団体以外からの受託事業等収益   324,000  469,282   

補助金等収益     300,000   

寄附金収益     9,438,374   

資産見返負債戻入        

資産見返運営費交付金等戻入   65,051,911     

資産見返補助金等戻入   383,796     

資産見返寄附金戻入   10,456,494     

資産見返物品受贈額戻入   3,749,641  79,641,842   

財務収益        

受取利息     1,923,601   

雑益        

財産貸付料収入   35,155,725     

講習料収入   611,400     

研究関連収入   11,951,854     

その他   10,675,428  58,394,407   

経常収益合計       2,379,859,007 

経常利益       41,304,850 

        

臨時損失        

 固定資産除却損     1  1 

臨時利益        

 運営費交付金精算収益化額     18,947,423   

 資産見返運営費交付金等戻入     1  18,947,424 

        

当期純利益       60,252,273 

前中期目標期間繰越積立金取崩額       14,152,951 

当期総利益       74,405,224 
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キャッシュ・フロー計算書 

（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日） 

（単位：円） 

Ⅰ  業務活動によるキャッシュ・フロー     

     原材料、商品又はサービスの購入による支出   △287,307,848  

     人件費支出   △1,792,861,640  

     その他の業務支出   △156,390,762  

     運営費交付金収入   1,144,757,000  

     授業料収入   911,430,300  

     入学金収入   185,693,100  

     検定料収入    38,350,000  

     受託研究等収入   1,618,200  

     受託事業等収入   469,282  

     補助金等収入   113,825  

     寄附金収入   12,284,235  

     その他収入   57,264,961  

     預り金等の増減   △5,048,838  

   業務活動によるキャッシュ・フロー   110,371,815  

     

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・フロー     

     有形固定資産の取得による支出   △29,409,698  

     長期貸付金の返済による収入   108,000  

     定期預金の預入による支出   △1,600,000,000  

     定期預金の払戻による収入   1,600,000,000  

         小  計   △29,301,698  

     利息及び配当金の受取額   1,900,980  

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △27,400,718  

     

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー     

     リース債務の返済による支出   △29,073,596  

         小  計   △29,073,596  

     利息の支払額   △856,360  

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △29,929,956  

     

Ⅳ  資金増減額   53,041,141  

Ⅴ  資金期首残高   117,851,379  

Ⅵ  資金期末残高   170,892,520  
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利益の処分に関する書類（案） 

 

 

 

 

（単位：円） 

 

 

Ⅰ 当期未処分利益    74,405,224 

当期総利益  74,405,224   

     

Ⅱ 積立金振替額    568,507,144 

   前中期目標期間繰越積立金  237,369,266   

   教育研究の質の向上及び組織運営の改善目的積立金  331,137,878   

     

Ⅲ 利益処分額     

   積立金    642,912,368 
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行政サービス実施コスト計算書 

（2018年 4月 1日から 2019年 3月 31日） 

（単位：円） 

Ⅰ 業務費用       

   （１）損益計算書上の費用       

     業務費 2,154,231,817      

     一般管理費 183,523,701      

     財務費用 798,639      

     臨時損失 1  2,338,554,158    

       

   （２）（控除）自己収入等       

       授業料収益 △904,484,021      

     入学金収益 △185,270,100      

     検定料収益 △38,350,000      

      受託研究収益 △84,500      

     受託事業等収益 △469,282      

     寄附金収益 △9,438,374      

     財務収益 △1,923,601      

     雑益 △46,442,553      

     資産見返運営費交付金等戻入 △9,436,594      

     資産見返寄附金戻入 △10,456,494      

     臨時利益 △1  △1,206,355,520    

    業務費用合計     1,132,198,638  

       

Ⅱ 損益外減価償却相当額     119,659,607  

       

Ⅲ 引当外賞与増加見積額     593,961  

       

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額     △75,086,752  

       

Ⅴ 機会費用       

   地方公共団体出資の機会費用   －  －  

       

Ⅵ 行政サービス実施コスト     1,177,365,454  
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 

   
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

   期間進行基準を採用しています。 

   なお、退職一時金等の使途が特定された経費については、費用進行基準を採用しています。 

 

 

２．減価償却の会計処理方法 

 （１）有形固定資産 

   定額法を採用しています。 

    耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。 

    主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

     建物       ６年～４７年 

     構築物     １０年～３０年 

     機械装置        １７年 

     工具器具備品   ３年～１０年 

    また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却

累計額として資本剰余金から控除しています。 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しています。 

 

 

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされないものについては、教職員に支給する賞与に備えるため、

支給見込額を計上しています。なお、賞与のうち、運営費交付金により財源措置がなされるものについては、賞

与に係る引当金は計上していません。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末における引当外賞与見積

額から、前事業年度末における引当外賞与見積額を控除して計算しています。 

 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していませ

ん。 

   また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第 

８９第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

 

 

５．徴収不能引当金の計上基準 

   債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しています。 

 

 

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

 （１）地方自治体出資の機会費用の計算に使用した利率 

   ２０１９年３月末における１０年利付国債の利回りが△０．０９５％であったため、０％で計算しています。 

 

 

７．リース取引の会計処理 

   リース料総額が３百万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっています。 

 

 

８．消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。 
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９．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

   当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第 43条に基づく安全な運用に限定しており、2018年度

期末は預金のみで行っております。また、資金調達については地方独立行政法人法第 41 条の短期借入金に限

定していますが、2018年度期末において該当はありません。 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

   期末日における主な金融商品の貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：円） 

区 分 貸借対照表計上額（＊１） 時 価（＊１） 差 額（＊１） 

（１）現金及び預金 

（２）未払金 

1,120,892,520 

（228,309,806） 

1,120,892,520 

（228,309,806） 

― 

― 

（＊１）負債に計上されているものは、（ ）で示しています。 

（注）金融商品の時価の算定方法 

（１）現金及び預金、（２）未払金 

     これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ています。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

       運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は、748,351,978円、運営費交付金から充当されるべき賞与見積

額は、93,722,169円です。 

 

 

Ⅲ 損益計算書関係 

   経常損益においてファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、921,543円であり、当該影響額を除いた 

当期総利益は 73,483,681 円です。 

 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１ 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳   

 現金及び預金 1,120,892,520円  

 定期預金 △950,000,000円  

      資金期末残高 170,892,520円  

    

２ 重要な非資金取引   

   寄附受による資産の増加 2,326,295円  

 

 

Ⅴ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１ 資産見返運営費交付金等戻入△9,436,594円は、授業料を財源として取得した資産に伴うものです。 

２ 引当外退職給付増加見積額には、神戸市からの派遣職員に係る引当外退職給付増加見積額△3,240,346 円が含まれ

ています。 

３ 機会費用は、２０１９年３月末における１０年利付国債の利回りが△０．０９５％であったため、０％で計算して

います。 

 

 

Ⅵ 減損会計の摘要について 

 減損の兆候が認められた固定資産 

 １．電話加入権 

 （１）用途（通信設備）、種類（電話加入権）、帳簿価額（4,000円）、数量（16回線）、総額（64,000円） 

 （２）減損の兆候の概要（固定資産の市場価格が著しく下落しております。） 

 （３）正味売却価額（1,500円）は帳簿価額から 50％以上下落しておりますが、使用価値相当額（ＮＴＴの公定価

格 38,880円）が帳簿価額（4,000円）を上回るため、減損の認識は行ないませんでした。 
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Ⅶ 重要な債務負担行為 

   該当事項はありません。 

 

 

Ⅷ 重要な後発事象 

   該当事項はありません。 
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附 属 明 細 書   
（１）固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第８７ 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第９１ 資産除去債務に係る特定の除去費

用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細 

 

        （単位：円） 

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

減価償却累計額 減損損失累計額 
差引当期末 

残高 
摘要 

 当期償却額  
当期 

損益内 

当期 

損益外 

有形固定資産 

（特定償却資

産） 

建物 3,088,818,000 － － 3,088,818,000 1,377,372,633 119,659,607 － － － 1,711,445,367  

計 3,088,818,000 － － 3,088,818,000 1,377,372,633 119,659,607 － － － 1,711,445,367  

有形固定資産 

（特定償却資

産以外） 

建物 1,075,912,026 － － 1,075,912,026 511,376,131 58,319,923 － － － 564,535,895  

構築物 99,524,238 24,771,897 － 124,296,135 66,571,492 1,966,251 － － － 57,724,643  

機械装置 17,004,326 － － 17,004,326 4,084,370 1,000,254 － － － 12,919,956  

工具器具備品 380,795,927 25,904,600 1,670,989 405,029,538 339,998,748 41,782,851 － － － 65,030,790  

図書 1,494,808,769 18,606,299 4,782,337 1,508,632,731 － － － － － 1,508,632,731  

計 3,068,045,286 69,282,796 6,453,326 3,130,874,756 922,030,741 103,069,279 － － － 2,208,844,015  

非償却資産 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

美術品・収蔵品 6,502,005 － － 6,502,005 － － － － － 6,502,005  

建設仮勘定 － 2,332,800 － 2,332,800 － － － － － 2,332,800  

計 6,031,584,005 2,332,800 － 6,033,916,805 － － － － － 6,033,916,805  

有形固定資産

の合計 
土地 6,025,082,000 － － 6,025,082,000 － － － － － 6,025,082,000  

建物 4,164,730,026 － － 4,164,730,026 1,888,748,764 177,979,530 － － － 2,275,981,262  

構築物 99,524,238 24,771,897 － 124,296,135 66,571,492 1,966,251 － － － 57,724,643  

機械装置 17,004,326 － － 17,004,326 4,084,370 1,000,254 － － － 12,919,956  

工具器具備品 380,795,927 25,904,600 1,670,989 405,029,538 339,998,748 41,782,851 － － － 65,030,790  

図書 1,494,808,769 18,606,299 4,782,337 1,508,632,731 － － － － － 1,508,632,731  

美術品・収蔵品 6,502,005 － － 6,502,005 － － － － － 6,502,005  

建設仮勘定 － 2,332,800 － 2,332,800 － － － － － 2,332,800  

計 12,188,447,291 71,615,596 6,453,326 12,253,609,561 2,299,403,374 222,728,886 － － － 9,954,206,187  

無形固定資産 
電話加入権 64,000 － － 64,000 － － － － － 64,000  

計 64,000 － － 64,000 － － － － － 64,000  

投資その他の

資産 
長期貸付金 108,000 － 108,000 － － － － － － －  

差入敷金・保証金 2,490,000 － － 2,490,000 － － － － － 2,490,000  

計 2,598,000 － 108,000 2,490,000 － － － － － 2,490,000  
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２）たな卸資産の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（３）有価証券の明細 

（３）－１ 流動資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

     

（３）－２ 投資その他の資産として計上した有価証券 

        該当事項はありません。 

 

 

（４）長期貸付金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
回収額 償却額 

その他長期貸付金       

育英会奨学金 108,000 － 108,000 － － （注） 

計 108,000 － 108,000 － －  

（注）当期減少額の回収額は奨学金の返還によるものです。 

 

（５）長期借入金の明細 

  該当事項はありません。 

 

 

（６）公立大学法人債の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（７）引当金の明細 

（７）－１ 引当金の明細 

    （単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 
当期減少額 

期末残高 摘 要 
 目的使用 その他 

賞与引当金 10,197,846 10,214,237 10,197,846 － 10,214,237  

 

（７）－２ 貸付金等に対する貸倒引当金等の明細 

    （単位：円） 

区 分 
貸付金等の残高 貸倒引当金等の残高 

摘 要 
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高 

未収学生納付金

収入 
2,506,200 △642,200 1,864,000 2,083,200 △219,200 1,864,000  

   （注）債権の貸倒による損失に備えるため、回収遅延の債権について個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しています。 

 

（７）－３ 退職給付引当金の明細 

 該当事項はありません。 

 

 

（８）資産除去債務の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（９）保証債務の明細 

該当事項はありません。 
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（１０）資本金及び資本剰余金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 

資本金 
地方公共団体出資金 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

計 8,813,900,000 － － 8,813,900,000  

資本剰余金 

資本剰余金      

無償譲与 6,637,005 － － 6,637,005  

目的積立金 300,000,000 － － 300,000,000  

損益外除売却差額 

相当額 
－ － － －  

計 306,637,005 － － 306,637,005  

損益外減価償却累計額 △1,257,713,026 △119,659,607 － △1,377,372,633 （注） 

損益外減損損失累計額 － － － －  

損益外利息費用累計額 － － － －  

差引計 7,862,823,979 △119,659,607 － 7,743,164,372  

 （注）当期増加額は、特定資産の減価償却によるものです。 

 

 

（１１）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 

（１１）－１ 積立金の明細 

（単位：円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要 

前中期目標期間繰越積立金 251,522,217 － 14,152,951 237,369,266 （注１） 

教育研究の質の向上及び 

組織運営の改善目的積立金 
260,699,901 70,437,977 － 331,137,878 （注２） 

（注１）当期減少額は、当該積立金の使途に沿った使用によるものです。 

（注２）当期増加額は、2017年度の利益処分によるものです。 

 

 

（１１）－２ 目的積立金取崩しの明細 

（単位：円） 

積立金の名称 

及び事業名 

前中期目標期間繰越積立金 

留学支援 計 

教育経費   

 水道光熱費 117,785 117,785 

 賃借料 2,208,215 2,208,215 

 奨学費 9,600,000 9,600,000 

教員人件費 2,226,951 2,226,951 

小  計 14,152,951 14,152,951 

中期目標期間終了時の

積立金への振替額 
－ － 

合  計 14,152,951 14,152,951 
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（１２）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 

（１２）－１ 運営費交付金債務 

                  （単位：円） 

交付年度 期首残高 
交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 
運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本 

剰余金 
小 計 

2017年度 2,798,000 － 2,798,000 － － － 2,798,000 － 

2018年度 － 1,144,757,000 1,117,652,303 24,771,897 2,332,800 － 1,144,757,000 － 

合計 2,798,000 1,144,757,000 1,120,450,303 24,771,897 2,332,800 － 1,147,555,000 － 

（注）当期振替額の運営費交付金収益には、地方独立行政法人会計基準第７９第６項に基づき、臨時利益に計上した金

額を 18,947,423円含めています。 

 

 

（１２）－２ 運営費交付金収益 

（単位：円） 

業務等区分 
2017年度 

交 付 分 

2018年度 

交 付 分 
合  計 

期間進行基準 － 993,956,880 993,956,880 

費用進行基準 － 107,546,000 107,546,000 

基準第７９第６項 

による振替額 
2,798,000 16,149,423 18,947,423 

合  計 2,798,000 1,117,652,303 1,120,450,303 

（注）地方独立行政法人会計基準第７９第６項の規定に基づき、運営費交付金債務の残高を全額収益に振り替えています。 

 

 

（１３）運営費交付金以外の設立団体等からの財源措置の明細 

（１３）－１ 施設費の明細 

該当事項はありません。 

 

（１３）－２ 補助金等の明細 

    （単位：円） 

名 称 交付元 
経費 

の別 

期首 

残高 

当期 

交付額 

当期振替額 

期末 

残高 

摘要 

（注） 
建設仮勘

定見返補

助金等 

資産見返

補助金等 

資本 

剰余金 

長期預り

補助金等 
収益 

県内大学就活 

支援事業 
兵庫県 

直接

経費 
－ 300,000 － － － － 300,000 － 300,000 

間接

経費 
－ － － － － － － － － 

合 計 

直接 

経費 
－ 300,000 － － － － 300,000 － 300,000 

間接 

経費 
－ － － － － － － － － 

計 － 300,000 － － － － 300,000 － 300,000 

(注)摘要には、当期交付決定額を記載しております。 
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（１４）役員及び教職員の給与の明細 

（単位：円、人） 

区 分 

報酬又は給料等 法定福利費 退職給付 

金額 
支給 

人員 
金額 金額 

支給 

人員 

役 員 

常 勤 
 （43,123,562） 

54,427,947 

  （3） 

4 

  （6,557,546） 

9,581,929 

     （－） 

－ 

  （－） 

－ 

非常勤 
     （－） 

880,740 

  （－） 

2 

     （－） 

－ 

     （－） 

－ 

  （－） 

－ 

計 
 （43,123,562） 

55,308,687 

  （3） 

6 

  （6,557,546）

9,581,929 

     （－） 

－ 

  （－） 

－ 

教 員 

常 勤 
 （463,967,967） 

809,631,071 

  （41） 

82 

 （84,419,399） 

171,005,346 

 （113,748,632） 

115,474,743 

  （5） 

6 

非常勤 
     （－） 

163,428,292 

  （－） 

149 

     （－） 

3,811,608 

     （－） 

－ 

  （－） 

－ 

計 
 （463,967,967） 

973,059,363 

  （41） 

231 

 （84,419,399） 

174,816,954 

 （113,748,632） 

115,474,743 

  （5） 

6 

職 員 

常 勤 
 （34,885,458） 

258,549,241 

  （5） 

42 

  （5,466,988） 

49,319,262 

     （－） 

7,382,880 

  （－） 

－ 

非常勤 
     （－） 

106,439,332 

  （－） 

37 

     （－） 

19,402,595 

     （－） 

－ 

  （－） 

－ 

計 
 （34,885,458） 

364,988,573 

  （5） 

79 

  （5,466,988） 

68,721,857 

     （－） 

7,382,880 

  （－） 

－ 

合 計 

常 勤 
 （541,976,987） 

1,122,608,259 

  （49） 

128 

  （96,443,933） 

229,906,537 

 （113,748,632） 

122,857,623 

  （5） 

6 

非常勤 
     （－） 

270,748,364 

  （－） 

188 

     （－） 

23,214,203 

     （－） 

－ 

  （－） 

－ 

計 
 （541,976,987） 

1,393,356,623 

  （49） 

316 

  （96,443,933） 

253,120,740 

 （113,748,632） 

122,857,623 

  （5） 

6 

 

 （注１）役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学役員報酬規程」及び「公立大学法人神戸市外国語大学役員退職手当規程」に

基づき支給しています。 

 （注２）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準の概要 

     「公立大学法人神戸市外国語大学職員給与規程」、「公立大学法人神戸市外国語大学契約職員就業規則」、「公立

大学法人神戸市外国語大学非常勤講師就業規則」、「公立大学法人神戸市外国語大学パート職員就業規則」、「公

立大学法人神戸市外国語大学留学生担当嘱託講師就業規則」及び「公立大学法人神戸市外国語大学職員退職手

当規程」に基づき支給しています。 

（注３）支給人員については、報酬又は給料等は平均支給人員、退職給付は年間支給人員で記載しています。 

 （注４）報酬又は給料等には、賞与及び賞与引当金繰入額を含めています。 

 （注５）退職給付には、神戸市からの派遣職員に係る退職給付負担金拠出額を含めています。 

 （注６）神戸市からの承継職員に係る支給額及び支給人員は、上段（ ）に内数として記載しています。 

 

 

（１５）開示すべきセグメント情報 

  単一の事業活動を営んでいるため、記載は省略しています。 
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（１６）業務費及び一般管理費の明細 

（単位：円） 

教育経費       

  消耗品費   6,672,299    

  備品費   1,447,184    

  印刷製本費   3,342,877    

   水道光熱費   20,656,368    

旅費交通費   1,926,450    

通信運搬費   1,244,670    

賃借料   19,473,798    

福利厚生費   2,180,000    

保守管理委託費   8,206,116    

修繕費   50,507,477    

 損害保険料   410,657    

広告宣伝費   200,103    

行事費   2,418,500    

諸会費   862,021    

会議費   8,400    

報酬・委託・手数料   26,967,392    

奨学費   52,181,361    

減価償却費   54,790,842    

徴収不能引当金繰入額   316,600    

雑費   2,427,596  256,240,711  

研究経費       

消耗品費   5,499,697    

備品費   11,145,054    

印刷製本費   706,829    

   水道光熱費   5,215,357    

旅費交通費   22,319,012    

通信運搬費   1,773,685    

賃借料   1,185,300    

修繕費   1,008,110    

諸会費   1,607,060    

報酬・委託・手数料   2,248,546    

減価償却費   8,567,765  61,276,415  

教育研究支援経費       

消耗品費   17,530,129    

備品費   223,560    

印刷製本費   37,800    

図書費   4,782,337    

   水道光熱費   4,191,899    

賃借料   6,591,216    

保守管理委託費   194,400    

修繕費   822,344    

諸会費   134,000    

報酬・委託・手数料   22,580,364    

減価償却費   10,140,552  67,228,601  

受託研究費等       

報酬・委託・手数料   84,500  84,500  

受託事業費       

  消耗品費   14,505    

  印刷製本費   52,099  66,604  

       

       



16 

役員人件費       

報酬   55,308,687    

法定福利費   9,581,929  64,890,616  

教員人件費       

 常勤教員人件費       

給料 596,015,299      

賞与 213,615,772      

退職給付費用 115,474,743      

法定福利費 171,005,346  1,096,111,160    

非常勤教員人件費       

給料 162,041,542      

賞与 1,386,750      

法定福利費 3,811,608  167,239,900  1,263,351,060  

職員人件費       

 常勤職員人件費       

給料 197,760,047      

賞与 50,574,957      

賞与引当金繰入額 10,214,237      

退職給付費用 7,382,880      

法定福利費 49,319,262  315,251,383    

非常勤職員人件費       

賃金 93,223,040      

賞与 13,216,292      

法定福利費 19,402,595  125,841,927  441,093,310  

一般管理費       

 消耗品費   6,265,414    

 備品費   579,229    

 印刷製本費   2,225,359    

 水道光熱費   4,274,332    

 旅費交通費   8,229,725    

 通信運搬費   5,075,486    

 賃借料   4,772,788    

 福利厚生費   394,674    

 保守管理委託費   8,233,714    

 修繕費   3,838,521    

 損害保険料   1,005,130    

 広告宣伝費   6,244,769    

 交際費   269,886    

 諸会費   2,148,582    

 会議費   23,800    

 報酬・委託・手数料   97,561,514    

 租税公課   1,447,600    

 減価償却費   29,570,120    

 雑費   1,363,058  183,523,701  
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（１７）寄附金の明細 

（単位：円、件） 

当期受入額 件  数 摘  要 

19,222,815 720 うち現物寄付 6,938,580円、706件 

 

 

（１８）受託研究の明細 

該当事項はありません。 

 

 

（１９）共同研究の明細 

期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高 

－ 1,618,200 84,500 1,533,700 

 

 

（２０）受託事業等の明細 

 （単位：円） 

期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高 

－ 469,282 469,282 － 

 

 

（２１）科学研究費補助金等の明細 

（単位：円、件） 

種   目 当期受入額 件  数 摘  要 

基盤研究Ａ 
（2,750,000） 

   825,000    
5  

基盤研究Ｂ 
（9,664,513） 

3,034,354  
15  

基盤研究Ｃ 
（18,625,000） 

5,587,500   
32  

挑戦的萌芽研究 
（1,200,000） 

     360,000    
3  

若手研究Ｂ 
（1,900,000） 

  570,000     
3  

若手研究 
（1,700,000） 

  510,000     
2  

研究活動スタート支援 
（2,200,000） 

660,000    
3  

特別研究員奨励費 
（600,000） 

180,000   
1  

新学術領域研究 
（ 750,000） 

225,000    
1  

国際共同研究強化 
（ －） 

－   
1  

合  計 
（39,389,513） 

11,951,854   
66  

（注）当期受入は間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については外数として括弧内に記載しております。 
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（２２）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 

（２２）－1 現金及び預金の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

現金 32,400  

普通預金 141,282,324  

郵便振替口座 29,577,796  

定期預金 950,000,000  

計 1,120,892,520  

 

 

（２２）－２ 資産見返物品受贈額の明細 

                                                 （単位：円） 

区    分 期末残高 備  考 

構築物   6,581,317  

工具器具備品 2  

図書 1,224,593,962  

計 1,231,175,281  

 


